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１．水道事業の基盤強化及び広域連携の推進 

○ 国は、水道の基盤を強化するため、基本方針を定める （第５条の２） 

○ 都道府県は、水道事業者等を構成員として、広域的連携等推進協議会を設置 

することができる （第５条の４） 

○ 都道府県は、基本方針に基づき、水道基盤強化計画を定めることができる  

（第５条の３） 
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２．適切な資産管理の推進 

○ 水道事業者等に、台帳の整備を行うことを義務付ける  （第 22 条の３） 

○ 水道事業者等に、点検を含む施設の維持・修繕を行うことを義務付ける 

（第 22 条の２） 

・水道施設の状況を勘案し、運転状態の監視・施設の巡視・清掃その他施設の維持に必要な 

措置を講ずる。 

・水道施設の構造等を勘案して、目視・その他の適切な方法により点検を行う。 

・コンクリート構造物については、運転に影響を与えない範囲で目視が可能なものについては 

 概ね５年に１回以上の頻度で点検を行う。 

・点検を行った際は、以下の事項を記録し、次に点検を行うまでの間保存する。 

   ①点検年月日 ②点検を実施した者の氏名 ③点検の結果 

・修繕を行った場合は、その内容を記録し、保存する。 

水道施設の点検を含む維持・修繕に関するガイドライン 

必須事項 
関係法令（水道法、河川法、
道路法、建築基準法、電気事
業法等）に規定され、遵守す
べき事項 

標準事項 
法令には規定されていない、技術的
観点から標準的に実施すべき事項
（水道施設の状況や重要度等に応じ
て、内容の変更が可能な事項） 

推奨事項 
水道施設を効果的に維持
するため必要に応じて実
施することが望ましい事
項 

・令和４年９月 30 日までに整備を完了すること。 

・水道施設台帳は、調書（管路・施設）、図面（一般図、施設平面図）及びその他により構成。 

・記載事項に変更があった場合は速やかに訂正するなど、適切な整理を継続して実施すること。 
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○ 水道事業者等は、水道施設の計画的な更新に努めなければならない 

○ 水道施設の更新に要する費用を含む収支の見通しを作成し公表するよう 

努めなければならない                   （第 22 条の４） 

・30年以上の期間（算定期間）を定めて、長期収支を試算する。 

・算定期間における給水収益を適切に予測するとともに、水道施設の更新需要を算出する。 

・10年以上を基準とした合理的な期間について収支の見通しを作成し、公表するよう努める。 

・収支の見通しはおおむね３～５年ごとに見直すよう努める。 

アセットマネジメントの実施 

・水道施設の更新需要及び財政収支の試算を実施し、結果を更新計画や経営計画に反映する。 

・説明責任が適切に果たされるよう、標準精度＝タイプ３Ｃ 以上を実施するよう努めること。 

・水道法改正を踏まえ、住民等に対し、分かりやすい形で公表するよう努めること。 

①長期的な資産管理を効率的に行う観点から、台帳の電子化に努める。 

②資産データの一部が欠損している場合は、以下による情報の補完を検討する。 

  ・過去の工事記録整理 

  ・認可申請書に添付する図面及び工事設計書等の整理 

  ・現地調査 

  ・過去に在籍していた職員への聞き取り調査 

③災害時に備え、分散保管やバックアップ、停電対策等の危機管理対策を実施する。 

④水道施設台帳の情報を固定資産台帳の情報に整合させることにより、中長期的な更新需要の 

 算定の精度を向上させることについて検討する。 

留意事項 
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３．官民連携の推進 

○ 水道の基盤強化のために官民連携を行うことは有効な選択肢の一つ 

官民連携の活用の目的を明確化した上で、地域の実情に応じ、適切な形態の官民連携を

実施することが重要である 

○ 地方公共団体が、水道事業者等としての位置づけを維持しつつ、厚生 

労働大臣の許可を受けて、水道施設に関する公共施設等運営権※を 

民間に設定できる仕組みを導入    （第 24 条の４） 

※ 施設の所有権を地方公共団体が所有したまま、施設の運営権を民間事業者 

に設定する方式（コンセッション方式） 
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指定を受けた年月日 指定の有効期限 

H10.4.1～H11.3.31 施行の前日から１年（令和 2 年 9月 29 日） 

H11.4.1～H15.3.31 施行の前日から２年（令和 3 年 9月 29 日） 

H15.4.1～H19.3.31 施行の前日から３年（令和 4 年 9月 29 日） 

H19.4.1～H25.3.31 施行の前日から４年（令和 5 年 9月 29 日） 

H25.4.1～ R1.9.30 施行の前日から５年（令和 6 年 9月 29 日） 

４．指定給水装置工事事業者制度の改善 

○ 資質の保持・実態との乖離の防止を図るため、指定給水装置工事業者の 

指定の更新制（５年）を導入する        （第 25 条の３の２） 

・従来の指定の要件を変更するものではない。 

・指定の有効期間（５年）の延長又は短縮はできない。 

・更新の申請時期については、水道事業者自らの運用において合理的な範囲内で設定できる。 

更新時期の平準化 

指定の更新にあわせて確認することが望ましい事

指定工事事業者講習会の受講状況 

・指定した水道事業者が実施している講習会への参加状況を確認する。 

・参加していない場合は、不参加の理由等を聞き取り、受講への動機付けを行う。 

指定工事事業者の業務内容 

・水道利用者に提供する指定工事事業者に関する情報の充実を図る観点から、指定工事 

事業者の業務内容について確認する。 

例：営業時間等、漏水修繕等の有無、対応工事等 

主任技術者等の研修会の受講状況 

・指定工事事業者が選任している給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事 

に従事する者の研修受講状況を確認する。 

・確認対象とする研修は、外部機関による研修※、事業所内訓練等の自社内研修 

※（公財）給水工事技術振興財団が実施する研修 

配管技能者の配置状況 

・指定給水装置工事事業者が給水装置工事（配水管分岐～水道メーター）に従事した 

「適切に作業を行うことができる技能を有する者※ 」を確認する。 

※以下の資格保有者 

・水道事業者等によって行われた試験、講習により資格を与えられた配管工等 

・職業能力開発促進法第 44 条に規定する配管技能士 

・職業能力開発促進法第 24 条に規定する職業訓練校の配管科の課程修了者 

・（公財）給水工事技術振興財団が実施する検定会の合格者 

（配水管の分岐穿孔、給水管接合に関する技能レベルで合否を判定） 

いずれの場合も、配水管への分水栓の取付け、配水管のせん孔、給水管接合等の作業経験が必要。 
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2．水道施設整備費に係る予算等について 



 

 
10 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
11 

令和２年度予算における制度改正等 

令和元年度補正予算における制度拡充等 

停電・土砂災害・浸水災害対策 の拡充 

 

＜拡充ポイント＞ 

断水影響が２千戸以上
など、影響が大きい取
水・浄水場を対象とする 
※１施設に限らない 

配水場・ポンプ場を新
たに対象に加える 

取水及び浄水場
について対策を
実施 

１事業者１施設
に限る 

地域防災計画に位

置づけられていな

い学校や福祉施設

等、公共性が高く

社会的影響が大き

い施設に配水する

ものも加える 

重要給水施設配水管 の拡充  

 
地域防災計画等にお

いて、災害時に重要

な拠点となる病院等

や、災害時要援護者

の避難拠点等の給水

優先度が高い施設に

配水するものに限定 

＜拡充 
ポイント＞ 

水道施設台帳整備事業 の延長 

補助事業の期限を令和４年度まで延長 

広域化を検討している協議会等に参加している

事業体が、水道施設台帳の整備を行う事業 

・ 管路台帳はあるけど、施設台帳がない… 

・ 旧簡水エリアの台帳が未整備のまま… 

・ 台帳はあるけど、項目が不足している… 

（省令に示された事項が記載されていない） 

水道再編推進事業 の創設 

給水区域における一般の水の需要を踏まえた事業規模の見直しに伴い、配水池及び浄水場等の

統合整備を行う事業 

 

・公表された施設整備計画(※)に基づき、 

同一系統(※※)において３施設以上の廃止を伴う統合整備事業 

【採択要件】 

・資本単価が 90円（用供は 70円）／㎥以上 

※廃止施設名等が具体的に記載され、公表されているもの。 
経営戦略等を含む。 

※※取水から給水までに至る一連のルート。 
  本事業により系統が統合される場合における統合後の系統も

含む。 

【対象施設】 

・浄水施設、送配水施設及びこれらの施設と密接な関連を有する施設 

 ※管路は対象外 

  ※既存施設の撤去のみを行う箇所については交付対象としない 
【交付率】１／３ 
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３．水道における災害対策・危機管理 

（注１） ・給水原価が全簡易水道事業の平均の半分（144.8 円）以上 

     ・供給単価が全簡易水道事業の平均の半分（81.3 円）以上 

 ・供給単価が給水原価の 120％以下 

（注２） ・旧簡易水道施設が他の施設から原則 200m 以上の距離を有する 

 ・当該上水道の資本単価が全上水道事業の平均（103.5 円）以上 

 ・当該施設の有収水量当たりの事業費用が平均以上（H29.1.12 通知参照） 
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全国の上水道事業等を対象に、重要度の高い水道施設の災害対応状況について緊急点検を行い、 

以下の緊急対策を 2020 年度までに実施する。 

内容：取・浄水場における自家発電設備の設置 

(1)自家発電設備の設置等 (2)土砂流入防止壁の設置等 

(3)防水扉の設置等 (4)施設の耐震補強等 

目標：停電により大規模な断水のおそれが高い基幹
となる取・浄水場において、停電対策を概成
させる 

内容：取・浄水場における土砂流入防止壁の設置等 

目標：土砂災害により大規模な断水が生じるおそれ
が高い取・浄水場において、土砂災害対策を
概成させる 

内容：取・浄水場における防水扉や止水堰の設置等 

目標：浸水災害が原因で大規模な断水が生じるおそ
れが高い取・浄水場において、浸水対策を概
成させる 

内容：浄水場、配水場等の耐震補強等 

目標：重要度の高い浄水場の耐震化率を３％、 
配水場の耐震化率を４%引き上げる 

全国の上水道施設（取・浄・配水場）に関する緊急対策 

全国の上水道管路に関する緊急対策 

全国の上水道事業者等において、水道管路の災害対応状況について緊急点検を行い、耐震化のペ

ースを現在の 1.5 倍に加速させる緊急対策を実施する。 

基幹管路の耐震化の実施 

目標：基幹管路の耐震適合率について、38.7％（2016 年度末実績） を 2022 年度末に 50％にする 
（2018 年度以降、年２％（約 2,000km）のペースに引き上げを実施） 



　 延長(m)

(A) (B) (C) (B/A) (C/A)
1 神戸市（市街地） 1,115,568 818,906 634,876 73.4 56.9

2 尼崎市 144,464 68,235 68,235 47.2 47.2

3 高砂市 21,181 453 453 2.1 2.1

4 豊岡市 145,225 23,135 23,135 15.9 15.9

5 西宮市 182,623 106,759 73,156 58.5 40.1

7 篠山市 88,168 46,200 29,640 52.4 33.6

8 姫路市 344,177 101,117 77,040 29.4 22.4

9 明石市 117,566 80,347 11,590 68.3 9.9

10 宍粟市 133,585 43,094 9,655 32.3 7.2

13 伊丹市 43,648 37,928 8,095 86.9 18.5

14 芦屋市 31,770 20,571 10,702 64.7 33.7

16 三田市 36,325 25,325 6,519 69.7 17.9

18 西播磨水道企業団 332,345 124,336 8,664 37.4 2.6

19 赤穂市 21,860 2,469 2,469 11.3 11.3

20 宝塚市 98,940 25,307 20,849 25.6 21.1

21 加古川市 93,138 25,434 25,434 27.3 27.3

22 たつの市 429,498 47,666 28,839 11.1 6.7

23 香美町 43,239 1,023 1,023 2.4 2.4

24 養父市 96,869 24,176 2,971 25.0 3.1

25 川西市 67,903 7,574 7,574 11.2 11.2

27 西脇市（西脇） 68,501 42,900 32,241 62.6 47.1

32 加東市 38,815 8,230 8,230 21.2 21.2

36 加西市 4,833 1,144 626 23.7 13.0

37 三木市 85,961 27,267 20,695 31.7 24.1

38 小野市 44,111 33,525 20,615 76.0 46.7

39 太子町 11,047 2,883 2,772 26.1 25.1

45 丹波市（中央） 74,547 37,958 36,824 50.9 49.4

56 上郡町 106,705 86,656 10,991 81.2 10.3

57 福崎町 63,817 13,329 12,240 20.9 19.2

60 市川町 4,600 0 0 0.0 0.0

65 朝来市 45,649 15,838 15,838 34.7 34.7

68 西脇市（黒田庄） 7,464 1,724 597 23.1 8.0

71 稲美町 14,237 11,599 986 81.5 6.9

75 神戸市（六甲山） 9,858 9,415 7,525 95.5 76.3

78 猪名川町 23,275 5,359 1,123 23.0 4.8

80 多可町 46,116 1,213 1,213 2.6 2.6

85 新温泉町 31,726 4,116 4,116 13.0 13.0

86 播磨町 14,199 9,251 1,823 65.2 12.8

90 丹波市（山南） 16,834 8,100 7,517 48.1 44.7

91 佐用町 20,951 2,129 2,129 10.2 10.2

94 播磨高原広域事務組合 40,947 36,449 4,046 89.0 9.9

95 神河町 13,244 35 35 0.3 0.3

97 淡路広域水道企業団 429,942 114,401 106,290 26.6 24.7

98 丹波市（市島） 23,137 8,082 7,926 34.9 34.3

501 阪神水道企業団 164,737 114,776 107,455 69.7 65.2

502 市川町（用供） 4,854 4,297 4,297 88.5 88.5

506 兵庫県（企業庁） 266,625 183,588 100,317 68.9 37.6

合計 5,264,824 2,414,319 1,569,386 45.9 29.8

全国　： 40.3% 25.9%

＜兵庫県内の基幹管路の耐震化状況（平成30年度末）＞

基幹管路
総延長(m)

耐震適合性のある管の
耐震

適合率(%)
耐震管率(%)耐震管

の延長(m)

14



全浄水施設能
力　（m3/日）

耐震化浄水施
設能力　（m3/

耐震化率
（％）

全有効容量
（m3）

耐震化有効容
量　（m3)

耐震化率
（％）

(A) (B) (B/A) (A) (B) (B/A)

神戸市（市街地） 245,500 2,000 0.8 575,746 476,846 82.8

尼崎市 84,650 0 0.0 30,225 22,425 74.2

高砂市 83,000 0 0.0 37,000 37,000 100.0

豊岡市 72,594 35,983 49.6 38,194 16,586 43.4

西宮市 55,020 0 0.0 48,682 25,824 53.0

篠山市 11,937 3,155 26.4 16,617 14,130 85.0

姫路市 164,154 19,104 11.6 129,598 48,615 37.5

明石市 122,200 41,200 33.7 79,680 70,530 88.5

宍粟市 20,059 2,291 11.4 17,586 5,482 31.2

伊丹市 90,000 0 0.0 23,162 11,412 49.3

芦屋市 9,695 1,710 17.6 16,754 6,600 39.4

三田市 11,110 5,000 45.0 44,114 26,035 59.0

西播磨水道企業団 27,500 24,000 87.3 32,129 20,690 64.4

赤穂市 63,600 1,200 1.9 19,419 14,000 72.1

宝塚市 63,100 43,100 68.3 62,046 20,668 33.3

加古川市 67,900 8,200 12.1 78,690 16,400 20.8

たつの市 27,930 14,489 51.9 16,676 3,030 18.2

香美町 14,118 8,104 57.4 10,968 1,703 15.5

養父市 17,982 15,161 84.3 14,739 6,983 47.4

川西市 12,351 12,351 100.0 47,318 28,368 60.0

西脇市（西脇） 8,600 0 0.0 13,272 10,832 81.6

加東市 16,200 0 0.0 22,165 1,399 6.3

加西市 0 0 - 13,120 0 0.0

三木市 25,370 10,420 41.1 35,443 33,592 94.8

小野市 14,900 12,100 81.2 25,460 17,600 69.1

太子町 20,100 20,100 100.0 16,000 16,000 100.0

丹波市（中央） 24,889 14,190 57.0 16,621 6,326 38.1

上郡町 9,730 8,170 84.0 10,900 6,120 56.1

福崎町 8,200 7,100 86.6 10,701 2,800 26.2

市川町 7,700 3,500 45.5 2,126 0 0.0

朝来市 16,940 3,632 21.4 15,299 3,000 19.6

西脇市（黒田庄） 4,500 4,500 100.0 2,660 0 0.0

稲美町 16,790 1,300 7.7 10,995 7,400 67.3

神戸市（六甲山） 1,000 0 0.0 1,580 1,580 100.0

猪名川町 2,200 400 18.2 16,907 12,399 73.3

多可町 11,416 7,297 63.9 6,978 2,191 31.4

新温泉町 8,132 1,800 22.1 6,220 2,932 47.1

播磨町 18,600 18,000 96.8 13,500 2,000 14.8

丹波市（山南） 6,400 6,400 100.0 3,441 1,050 30.5

佐用町 3,000 1,000 33.3 1,524 0 0.0

播磨高原広域事務組合 8,000 8,000 100.0 5,020 1,590 31.7

神河町 5,250 3,533 67.3 4,260 1,554 36.5

淡路広域水道企業団 89,121 23,654 26.5 113,976 60,199 52.8

丹波市（市島） 4,396 2,330 53.0 3,825 1,135 29.7

阪神水道企業団 1,289,900 373,000 28.9 262,800 139,000 52.9

市川町（用供） 5,100 0 0.0 0 0 -

兵庫県（企業庁） 431,370 431,370 100.0 13,760 13,760 100.0

合　　　　　　計 3,322,204 1,198,844 36.1 1,987,896 1,217,786 61.3

全国　： 30.6% 全国　： 56.9%

浄水施設の耐震化状況 配水池の耐震化状況

＜兵庫県内事業体の水道施設の耐震化状況（平成30年度末）＞
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ICT への依存度が高まるにつれ、サイバー攻撃に対するセキュリティを含む情報セキュリティへの取組の

必要性が増大している 

◆ 水道分野における情報セキュリティガイドライン（第４版）の策定（平成 31年 3月 29 日） 

◆ 水道施設の技術的基準を定める省令の一部改正（令和 2年 4月 1日） 

－ 省令改正に関するＱ＆Ａ － 

Ｑ１ 「電子計算機へアクセスする者について主体認証を行うことができる機能を有すること」とは 
具体的に何か。 

Ａ ここでは、ID とパスワードといった主体認証の機能自体を有していることを指します。このため、
機能を有していればハード・ソフト面の限定はなく、個別の利用者で認証を行わない共用識別コー
ド等の方法でも構いません。 

Ｑ２ 「不正プログラム対策として、アンチウイルスソフトウェアが導入され、常に最新の状態が保た
れていること。」について、外部ネットワークから切り離されている場合はどうか。 

Ａ 外部メモリ等の外部記憶媒体の使用等、外部ネットワーク以外に不正プログラムの感染経路がある
場合、外部記憶媒体に対し、アンチウイルスソフトウェアを有する他の情報処理端末により安全を
確認した後に使用する等、必要な対策を追加で実施してください。 

Ｑ３ 外部メモリ等の感染防止対策について、具体的にどういった対策が必要か。 

Ａ 例えば、アンチウイルスソフトウェアを有する他の情報処理端末により安全を確認した後に使用す
る、USB の挿し口を物理的にふさぐ、特定の USB メモリ以外読み込まないソフトウェアを導入する
等の対策があります。 
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４．水道における IoT 活用の推進について 

水道事業における IoT 活用推進モデル事業 

広域的な水道施設の整備と併せて、IoT の活用により事業の効率化や付加価値の高い水道サ 
ービスの実現を図るなど、先端技術を活用して科学技術イノベーションを指向するモデル事業について、 
先端技術を用いた設備の導入及び水道施設の整備の支援を行う。 
ただし、広域化を伴わない事業については、先端技術を用いた設備の導入経費のみ支援する。 

▶ 生活基盤施設耐震化等交付金における事業（平成３０年度～） 

▶ 対象事業者：先端技術を導入する水道事業者 

▶ 交付率：１／３ 

事業概要 

水道事業は、人口減少に伴う水需要の減少や施設の老朽化、職員数の減少などのさまざまな課
題に直面しており、将来にわたって安全で良質な水道水の供給を確保し、安定的な事業運営を行っていくため
には、市町村の垣根を越えた広域連携など通して水道事業の運営基盤の強化とともに、水道事業の業務の一層
の効率化を図る必要がある。 
しかし、水道施設の点検・維持管理面は人の手に大きく依存しているため、離島や山間・豪雪地域といった地
理的条件の厳しい地域にある水道施設の維持管理には多くの時間と費用を要しているほか、災害時には漏水箇
所の特定に時間を要するなど、効率的な事業運営や緊急時の迅速な復旧が課題となっている。 
このため、IoT による先端技術を活用することで、自動検針や漏水の早期発見といった業務の効率化に加え、
ビッグデータの収集・解析による配水の最適化や故障予知診断などの付加効果の創出が見込まれる事業につい
て支援をし、水道事業の運営基盤強化を図る。 

事業目的 
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水道情報活用システム（水道標準プラットフォーム）の概要 

【現状のシステム】 

【水道情報活用システム】 

水道事業において通常利用されている当該水道事業者等・水道施設別に構築されたものとなっている

システム間のデータ流通性は高くなく、データ利用は各システム内で完結しており、データ利活用も

限定的な状況である（ベンダロックイン）。 

水道情報活用システムは、データ流通仕様等が統一され、セキュリティが担保されたクラウドを活用

したシステムであり、主な利点は以下の通りである。 

共同利用することにより、更なる効率化を図ることも可能である。 

ベンダロックインの解除 

コストの低減 

 

・ベンダやシステムに依存することなく自由にアプリケーションやデバイス類の選択が可能 

・水道施設の運転監視データや施設情報等の各種データは、異なるシステム間・ベンダ間のアプリケー

ションにおいてもプラットフォームを介して横断的に活用が可能 

・事業統合や広域化の際に、システム統合もシームレスに行える 

・アプリケーションやデバイス等が汎用化されることから、コストの低減が可能 

・アプリケーションは、水道事業者の資産ではなくサービスの利用となることから初期投資が大幅に低減 

・アプリケーションやプラットフォームのサービス利用は、将来的な設備等の増減に応じた契約が可能と

なることから、無駄のない投資につながる 

・災害等で運転監視室などが被災し運用が困難となった場合でも、安全な場所に移行して運用継続可能 

・携帯端末等を活用することにより、場所に依らず迅速に施設状況の把握・情報の共有化が可能 

・必要なデータはデータサーバーに保管され、複数個所に分散してバックアップが可能 

将来のプラットフォーム活用を見据えて、台帳整備（補完）時や運転監視システム更新時

に、既に公開されている水道標準ＰＦの仕様を組み入れていただきたい 

≪県としても活用を推進します≫ 
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手を挙げるなら 
早めに！ 
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 改正前（mg/L） 改正後（mg/L） 

水道水質基準 0.05  0.02  

薬品等基準 0.005  0.002  

資機材等材質基準 0.005  0.002  

給水装置の浸出 

性能基準 

水栓その他末端給水用具 0.005  0.002  

末端以外の給水用具又は給水管 0.05  0.02  

５．水道水質管理について 

水質基準の改正（六価クロム化合物） 

施行時期：令和 2年 4月 1 日 

    ※水栓その他末端給水用具の浸出性能基準の適用は１年間の猶予規定を設ける 

水質管理目標設定項目及び農薬類に関する見直し 

対象農薬リスト掲載農薬 見直し前  新目標値 その他農薬 見直し前  新目標値 

カルタップ 0.3 mg/L  0.08 mg/L  セトキシジム 0.4 mg/L 0.2 mg/L 

ジクワット 0.005 mg/L 0.01 mg/L チアクロプリド － 0.03 mg/L 

プロチオホス 0.004 mg/L 0.007mg/L  チオシクラム 0.03 mg/L 0.05 mg/L 

   ベンスルタップ 0.09 mg/L 0.06 mg/L 

 

水質管理目標設定項目 見直し前   新目標値 

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS） 

及びペルフルオロオクタン酸（PFOA） 
－ 

0.00005 mg/L 以下（暫定） 

（PFOS 及び PFOA の和として） 
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上水道 簡易水道

全浄水施設数　※受水のみ含む 391 22 7 165 585

　うち全量浄水受水施設数 38 0 0 47 85

調査対象浄水施設数 353 22 7 118 500

　レベル４施設数 128 0 6 19 153

対応済みの浄水施設数（合計） 125 0 6 18 149

　（膜ろ過施設） 17 0 0 7 24

　（急速ろ過施設） 72 0 6 9 87

　（緩速ろ過施設） 36 0 0 2 38
対策施設設置等を検討中等の
浄水施設数　※１ 3 0 0 1 4

　レベル３施設数 157 14 1 20 192

対応済みの浄水施設数（合計） 112 11 1 14 138

　（膜ろ過施設） 43 4 0 9 56

　（急速ろ過施設） 47 5 1 1 54

　（緩速ろ過施設） 5 2 0 0 7

　（紫外線処理施設） 17 0 0 4 21
対策施設設置等を検討中等の
浄水施設数　※１ 45 3 0 6 54

　レベル２施設数 36 0 0 21 57

対策施設設置済み 15 0 0 17 32

　レベル１施設数 29 1 0 57 87

対策施設設置済み 6 0 0 41 47

　レベル不明施設数　※２ 3 7 0 1 11

対策施設設置済み 1 0 0 1 2

※１　現在、浄水方法等の恒久的対策を検討、及び指導中。濁度上昇時等には取水停止等の対策を実施。

※２　クリプト指標菌検査（大腸菌・嫌気性芽胞菌の両方）が未実施等のため判定ができていない施設数。

　（レベル４（表流水）、３（伏流水・浅井戸・深井戸）：指標菌検出有り。

　　レベル２（表流水・伏流水・浅井戸等）、レベル１（深井戸（被圧地下水のみ））：指標菌検出なし。）

・対策済みとは、クリプトスポリジウムが除去可能な処理（膜・急速・緩速ろ過又は紫外線）を整備しているもの。

・クリプトスポリジウム汚染のレベルは、指標菌（大腸菌及び嫌気性芽胞菌）検出の有無及び原水の種別で判定する。

（参考：平成19年３月30日付け健水発第0330005号通知）

兵庫県内のクリプトスポリジウム等対策指針に基づく対策実施状況（平成31年３月末現在）

水道事業 水道用水
供給事業

専用水道 合計

（参考値）

全浄水施設
うち全量受水
施設数

調査対象
浄水施設
（Ａ）

対応の必要な
浄水施設数
（Ｂ）※L3,L4

Ｂ/Ａ(%)

585 85 500 345 69.0%

対応の必要な浄水施設の状況（内訳）

対応済みの
浄水施設数（Ｃ）

Ｃ/Ｂ(%)
対策検討中の
浄水施設数(Ｄ)

Ｄ/Ｂ（%）

287 83.2% 58 16.8%
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簡易専用水道及び小規模貯水槽水道の管理 

○簡易専用水道の管理 

 H28 H29 H30 

県内の検査受検率 83.7％ 84.1％ 82.2％ 

県内の検査指摘率 25.3％ 22.9％ 24.1％ 

H30（全国平均） 

78.0％ 

23.3％ 

水道法の 

規制対象 

○小規模貯水槽水道の管理 

 H28 H29 H30 

県内の検査受検率 10.6％ 11.1％ 10.4％ 

県内の検査指摘率 24.7％ 29.4％ 25.0％ 

H30（全国平均） 

3.8％ 

23.7％ 

水道法未規制 
条例・要綱に 
基づく指導 

 水質関連調査結果において、簡易専用水道の検査受検状況自体を把握できていないと思わ

れるデータが散見される 

 効率的な受験指導、衛生指導により貯水槽水道の管理水準の向上を図るべく、 

「貯水槽水道の管理水準の向上に向けた取組の推進について」（H22.3.25 付け）により通知 

・都道府県等衛生担当部局と水道事業者における貯水槽水道の所在地情報の共有を促進 

・登録検査機関の協力による検査結果の代行報告を積極的に活用 

専用水道及び貯水槽水道における水質事故事例 

■ 地下式の貯水槽を使用している簡易

専用水道で食中毒（ノロウイルス）

が発生。 

調査したところ、汚水が流入したこと

が判明。濁度、臭気（腐敗臭）等の汚

染もあった。 

■ アルミニウム及びその化合物が基準値を 

超過していることが判明。揚水量が通常より低下

したことにより凝集剤が注入過多となった。一時

的に市水道事業からの給水に切り替えた。 

■ 定期の水質検査において塩素酸が基準値を超過と

なっていることが判明。市が安全確認がとれるま

での飲用自粛を指示。次亜塩素酸を薬液タンクか

ら廃棄し、タンク内を清掃。健康影響なし。 

＜専用水道＞ ＜貯水槽水道＞ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
25 

 

６．その他 
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「分水等はできない」は、思い込みです 

水道法上の考え方（参考） 

○ 他の水道事業者への浄水の分水及び他の水道事業の給水区域内の需要者への区域外給水（以下「分水等」

という。）は、法上の責任の所在が不明確であるため、分水等により給水を受けている需要者への安全

かつ安定的な水の供給が法的に担保されていない。 

○ 分水等の関係水道事業者においては、当該需要者に支障を生じさせないことを前提に、分水等の解消に

向けて計画的に取り組むことが必要であり、具体的な分水等の解消方策として、次に掲げる事業認可上

の対応が考えられる。 

① 分水等を行う水道事業者における水道用水供給事業の創設 

② 分水等を行う水道事業者における給水区域の拡張 

③ 分水等の関係水道事業者における事業統合 

○ また、このほかに分水等を受ける水道事業者から分水等を行う水道事業者への第三者委託による対応も

考えられる。事案によって、地理的条件や水道事業の形態等が異なるため、分水等に係る諸般の状況等

を勘案した上で、関係者間で十分調整・協議し、各事案に応じた最適な方策を検討する必要がある。 

 メールマガジン第１号（H31.2「施設の共同利用による区域外給水」）でも取り上げました 

⇒「兵庫 水道 メルマガ 第１号」で検索 

施設の共同利用による行政区域外給水の具体例 

【取組事例】 

青森県十和田市・秋田県小坂町における施設の共同利用 

熊本県荒尾市・福岡県大牟田市における施設の共同利用 など 

Ａ市 Ｂ市 

 

①Ａ市における水道用水供給事業からの受水点から 

給水対象までの水道施設を、Ｂ市との共同管理とする 

→当該施設をＢ市の管理に属するものとする 

②Ｂ市へ配水する業務を、法上の責任とともに、Ａ市に 

第三者委託する 

※Ａ市に第三者委託する場合、Ｂ市の取水地点の変更に 

は該当しない（この例ではＡ市、Ｂ市ともに同一の 

水道用水供給事業からの供給であるため） 

＜両市が同一の用水供給事業者から受水している場合＞ 

⇒両市とも、認可変更は不要 

＜両市が別の水源から取水している場合＞ 

①Ｂ市への給水に関係するＡ市の水道施設(取水・浄水・送水施設)

を、Ｂ市との共同管理とする 

→当該施設をＢ市の管理に属するものとする 

②Ｂ市は変更認可(水源種別・取水地点・浄水方法の変更)を行う 

③Ｂ市への配水に関する一連の業務を、法上の責任とともに、 

Ａ市に第三者委託する 

⇒受水側（Ｂ市）のみ認可変更が必要 

Ａ市 Ｂ市 
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日本水道協会では水道事業の運営基盤の抜本的な強化方策として、水道の「広域化」及び「公民連携」の推
進に向け取り組んでいます。
本プラットフォーム（http://www.jwwa.or.jp/wide-ppp/）は、広域化や公民連携推進の検討に有益な情報を集
約し公表することで、水道事業体の検討・推進の一助となることを目的として、本協会ＨＰ内に設置しておりま
す。

国内水道事業の広域化及び公民連携のより一層の推進に向け、本協会で作成した報告書や委託要領、調
査を行った先進事例の調査結果等を紹介するとともに、本協会活動以外の有益な情報についても整理・抽出
して公表し、情報発信しておりますので、広域化や公民連携について、情報収集したい方、興味のある方は是
非ご活用いただければと存じます。

なお、本プラットフォームは広域化や公民連携を推進している水道事業関係者の利便性の向上や日々変化
する状況に対応するため、随時改良・アップデートしていく予定です。本プラットフォームの一層の活用に向け、
ご意見等がございましたら、下記お問い合わせ先までお寄せください。

令和２年更新状況

本プラットフォームにおける更新状況は、次の通りです。
１．広域化・広域連携（全２６事例）
〇近年の水道事業における広域化・広域連携先行事例データベース

http://www.jwwa.or.jp/wide-ppp/wide/wide_case/wide_kyoukaichousa/

２．公民連携（全８７事例）
〇水道分野におけるＰＦＩ、ＤＢ、ＤＢＯ、包括委託などの先行事例データベース
例：ＰＦＩ先行事例ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ http://www.jwwa.or.jp/wide-ppp/coop/coop_case/coop_pfi/

※また、正会員専用の詳細情報ﾍﾟｰｼﾞでは、最終VFMや予定価格等をはじめ、募集要項、要求水準書等の
各種参考資料の閲覧またはダウンロードが可能となっております
詳細情報ＵＲＬ：http://www.jwwa.or.jp/wide-ppp/case_login.php 

なお、閲覧等に必要となる正会員専用ＩＤ及びパスワードについては、各正会員宛て令和2年2月20日に
E-mailにて通知しておりますが、ご不明の場合は下記お問い合わせ先までご連絡ください。

お問い合わせ先：

（公社）日本水道協会 水道技術総合研究所 深井、内山

TEL：03-3264-2337  E-mail:kenkyusho@jwwa.or.jp

７事例を追加

１９事例を追加

-150-
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【新型コロナウイルス感染症に関する厚生労働省からの通知等】 

 

R2.1.31  「新型コロナウイルス感染症に対する対応について」（事務連絡） 

 ・水の供給に支障が生じることのないよう、感染予防対策等に努めていただく 

 ・貴自治体における危機管理担当部局等との情報共有を密にするようお願いする 

R2.2.17 「新型コロナウイルス感染症に対する対応について」（事務連絡） 

 ・普及啓発関連行事等を主催する事業者においては、可能な範囲での対応をお願いする 

 ・新型インフルエンザ対策ガイドラインに準じた対策を取ることが有効 

R2.2.18 「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」 

（事務連絡） 

 ・職員及びその家族による適切な相談及び受診がなされるよう周知 

R2.2.25 「新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえたイベント開催の取扱い等について」（事務連絡） 

 ・感染拡大の防止という観点から、各種イベント開催については必要性の検討をお願いする 

R2.2.28 「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う消毒用エタノールの取扱いについて」（事務連絡） 

 ・来訪者等に対する消毒用エタノールの使用及び管理に関する注意事項 

R2.3.18 「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた水道料金に係る対応について」 

（薬生水発 0318 第 1 号） 

 ・一時的に水道料金の支払いに困難を来している者への柔軟な措置の実施の検討をお願いする 

 （状況に応じた支払い猶予等の対応、料金未払いによる機械的な給水停止の回避 など） 

R2.3.24 「新型コロナウイルス感染症による生活不安に対応するための緊急措置として講じられる公

共料金の支払いの猶予等について（周知）」 

（厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室 事務連絡） 

 ・水道料金の支払が困難な者に対しては支払い猶予等、迅速かつ柔軟に対応するよう、事業者へ

要請が出されている旨、自立相談支援機関等へ周知 

R2.3.30 「新型コロナウイルス感染症に係る対応について（調査依頼）」（事務連絡） 

 ・水道事業者における、水道料金の支払い猶予等の措置の実施状況を情報収集 

R2.4.7 「新型コロナウイルス感染症に対する対応状況について（依頼）」（事務連絡） 

 ・新型コロナウイルス感染症について講じている措置等について調査 

 ※特措法第 52 条第２項 において、「水道事業者、水道用水供給事業者及び工業用水道事業者で

ある地方公共団体及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞ

れの都道府県行動計画、市町村行動計画又は業務計画で定めるところにより、水を安定的かつ

適切に供給するため必要な措置を講じなければならない。」とされている 

R2.4.13 「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を受けた出勤者７割削減を実現するための在宅勤

務等の推進について」（事務連絡） 

 ・十分な感染防止策を講じつつ、業務を継続することを優先したうえで協力をお願いする 

  ①オフィスでの仕事は、原則として自宅で行えるようにすること 

  ②やむを得ず出勤が必要な場合も、出勤者を最低７割は減らすこと 

  ③やむを得ず出勤する者も時差出勤や社内での人の距離を十分にとること 

 ・委託業者などの関係者に対しても理解・協力を求めつつ、対面の打ち合わせを求めないこと 

R2.4.17 「新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮に関する要請並びに感染予防・健

康管理の強化について」 （事務連絡） 

 ・労働者が休みやすい環境の整備、テレワークや時差出勤の積極的な活用の促進、職員の感染予

防の取組等を行っていただくようお願いする 

 ・雇用維持等に対する配慮に努めていただくようお願いする 

 ・職場における感染予防、健康管理の強化に努めていただくようお願いする 

R2.4.17 「新型コロナウイルス感染症に対する対応状況について（依頼）」（事務連絡） 

 ・浄水用薬品等の物資が不足するなど、 給水継続が困難となる事態に至る恐れが生じた場合に

は、速やかな報告・相談をお願いする 

R2.4.28 「新型コロナウイルス 感染症に係る対応 について」（第 2 回調査結果 ） （事務連絡） 

 ・支払い猶予等についての取組の参考にしていただきたい 
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